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資料の取り扱いについて
1. ジェアディスの資料は、優先的に会員の皆様と共有しております。公

開されている場合を除き、ジェアディス会員および関係者以外の他者
への再配布等はご遠慮ください。法人会員の場合、社内共有は問題あ
りません。

2. 一部を転載等で利用する場合は、出典の明示（当協議会の名称併記等）
をお願いいたします。

3. 資料の作成にあたっては、可能な限り、エストニア政府の公式サイト、
政府統計データ、エストニア語法令等の1次情報を確認しております
が、内容の正確性につきましては保証できませんので、あくまでも参
考資料としてご利用ください。

皆さまのご理解とご協力をお願いいたします。



電子申請による行政参加への期待（2002）

出典：インターネット電子申請（オーム社）  第１部 ｅ-Ｊａｐａｎと電子申請 
第2章 電子申請とその課題 2-1-4 e-democracyと電子申請 
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インターネット電子申請
電子申請推進コンソーシアム／編
出版社：オーム社
出版年月：2002年6月
電子政府構想とe-Japan、電子申請と
その課題、電子申請実現の技術(GPKI
基盤等）、業界業種別電子申請サービ
スモデルなどを提案
XMLを基礎とした電子申請
PKIやセキュリティの専門家、行政書
士、マイクロソフト、Adobe社、日本
法令、大日本印刷など
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エストニアのデジタル国家の歴史
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混迷 改革 実践 発展 挑戦 共生

1991-1995 1996-1999 2000-2006 2007-2012 2013-2018 2019-2030
タイガーリープ

eスクール
プログラミング

タイガー
Eesti 2.0（STEAM教育）

e-スクールバッグ

共和国政府法
市民権法

身分証明書法、デジタル署名法
情報公開法、データベース法、人口登録法

行政手続法、管理手続きの共通基盤

公共情報法
個人データ保護法

アーカイブ法

EU一般データ保護規則
電子IDトラスト法

サービス組織と情報管理の原則



政府を信頼できないからこそ
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情報システムセキュリティ標準（ISKE）
•エストニアの公共部門向けに開
発された情報セキュリティ標準
•2004年8月から、国と地方政府
の情報システム・データベースで
の実装が義務化
•低（L）、中（M）、高（H）の
3つのセキュリティレベル
•セキュリティクラスの分類は、
情報の機密性（S）、完全性（T）、
可用性（K）
•セキュリティクラスに適したセ
キュリティ対策を選択
•セキュリティシステムの実装に
ついて独立した監査を実施

出典：情報システムセキュリティ標準（ISKE）
https://www.ria.ee/en/cyber-security/it-baseline-security-system-iske.html
https://www.ria.ee/et/ris-infokiri-september-2020.html
https://iske.ria.ee/
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※よりコンパクトな新しいセキュリ
ティ標準への移行を進める予定
（2020-2023）



データセキュリティの3要素 

法令による定義

完全性 データの正確性、完全性、適時性、出所の信憑性、
無許可の変更が無いことを保証すること

機密性 許可された人または技術的手段に限りデータが利
用可能であること

可用性 必要な時間と期間に、適時かつ容易にデータへア
クセスできる方法が、事前に合意されていること

根拠法令：政府情報システムセキュリティ規則6条
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• セキュリティレベルは、高・中・低の3段階
• 完全性、機密性、可用性は0から3までの4クラスに分類
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公共情報と国家機密

公共情報
Public Information

国家機密 および
分類された外国情報

State Secrets and Classified Information 
of Foreign States

公開情報
Public Information

制限情報
Restricted 

information

制限
restricte

d

機密
confiden

tial

秘密
secret

最高
秘密
top 

secret

ウェブ、文書登録簿
オープンデータ

内部使用
FOR INTERNAL USE

外交、国防、法執行機関、治安、警報、通
信、情報システム

5-10年 10-75年

情報セキュリティ対策、個人データ保護

法律または法律に基づいて提供される公的機能の遂行において取得または作成さ
れた、あらゆる方法および媒体上での記録および文書化された情報
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エストニアの公共情報管理の変遷
1997 データベース法の成立
2000 公共情報法、デジタル署名法の成立
2001 X-Roadの開始
2001 行政管理手続き共通基盤（UAA規則）の発効（デジタル署名、タイムスタンプ）
2005 UAA規則の改正（ドキュメント管理システムの要件）
2006 電子文書交換センター（DVK）の開始
2007 UAA規則の改正（電子文書交換とXMLの使用）
2008 データベース法の廃止（公共情報法への統合）
2010 UAA規則の改正（XMLリポジトリ、eシールの利用、デジタルアーカイブ）
2012 アーカイブ法の施行
2013 公共サービス管理に関するグリーンペーパー
2014 情報化社会開発計画2020の承認
2015 より簡単な国 2020（Easier Country 2020）を策定
2017 行政管理手続き共通基盤規則の廃止
2017 サービス組織と情報管理の基礎（TKTA規則）の発効（UAA規則の廃止）
2017 ドキュメント交換レイヤー（DHX）の開始
2018 電子文書交換センター（DVK）の廃止
2018 EU 一般データ保護規則（GDPR）の適用
2018 X-RoadのRESTサポートが開始
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情報概念の階層
階層 説明

情報 事実、出来事、物事、プロセス、アイデア、概念、ま
たはその他のオブジェクトに関する知識。

データ
情報の送信、解釈、および処理を可能にする形式での
情報の提示。データは明確に定義されており、通常は
フォーマットされた情報であり、さらなる解釈または
処理のために収集または送信される。

文書（ドキュメント）
全体として考えることができる記録された情報または
オブジェクト。文書は、紙、マイクロフィルム、磁気、
またはその他の電子媒体上にある場合がある。

記録（レコード）
法定義務の遂行または事業の遂行の過程で組織または
個人が証拠および情報のために作成、取得、および維
持する情報。

情報を管理するためには、情報のライフサイクルを自動化するツー
ルとシステムが必要になる
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情報のガバナンスとマネジメント
何をするべきか どのようにするか

情報ガバナンス：情報の効率的かつ効果的な使用を保証し、それによって組織の目的の達
成を保証する一連のプロセス、役割、ポリシー、標準、および指標
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エストニアの情報ライフサイクル

作成
取得 保管

共有

データ

紙文書

電子文書

再利用

長期保存
（アーカイブ）

廃棄
文書管理
システム

データ
ベース

情報の発生源の削減（原則電子）、情報の再利用（共有）
情報の保管・交換・保存の簡素化・自動化

法令遵守（コンプライアンス）、情報セキュリティ対策、監査
真正性（authenticity）、信頼性（reliability）、完全性（integrity）、有用性（usability）

処理
①

④

④

③

⑥

② 評価⑤

⑥



よりシンプルな国へ：情報管理の行動計画

文書および情報管理における現在の状況
と国際的な経験の分析 最終報告

公共サービスの統合ポートフォリオ管理
の分析と同時期に実施

情報管理移行の戦略案へ
情報管理の包括的な概念を開発

出典：https://www.mkm.ee/sites/default/files/lopparuanne_-_dokumendi-_ja_infohalduse_hetkeolukorra_ja_rahvusvaheliste_kogemuste_analuus_1_2.0.pdf
https://www.mkm.ee/sites/default/files/lihtsam_riik_2020.pdf
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2014年 2015年

より簡単な国 2020
エストニア情報化社会開発計画2020

（2013年発表）の「文書管理から情報
管理へ」施策を実施するための行動計画
旧規則を廃止、サービス組織と情報管理

の規則（TKTA）を制定（2017）
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サービスと情報管理の統合
サービスの管理と開発 情報の管理

サービスと情報資産をマッピングして開発する

直接の
公共サービス サポートサービス 機関および公共部門の

目的の達成を支援する活動

積極的サービス
イベントサービス

公務の実行を
支援するサービス

すべての情報システムおよび
データベースの情報

サービス品質の確保、開発の調整
情報の品質と可用性、情報管理の継続

情報の保管・交換・使用の
リスク軽減とコスト削減

機械可読なサービスのリスト
情報の再要求の禁止

情報システム管理カタログ（RIHA）
個人データ処理の開示、電子文書交換

公式電子メールアドレスへの通知

組織と文書の管理 から サービスと情報の管理 へ
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文書管理から情報管理へ
適切に組織化された情報管理は、公共サービスの質を向上させ、

サービス提供コストと官僚主義を削減するのに役立つ

情報管理

• 情報管理とは、すべての情報システムおよびデータベースの情報
を管理、共有、交換することにより、機関および公共部門の目的
の達成を支援する活動のこと

• 異なる分野間で協力し、統合された情報管理の原則を一貫して導
入および実装することが重要
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統合情報管理への移行調整と進め方
•管理する価値のある情報を特定する
•情報の保存を簡素化し、可能な限り
自動化する
•情報が必要な限り保持されるように
する
•コンテキスト情報（メタデータ、説
明など）が保持およびリンクされてい
ることを確認する
•構造化情報を優先して非構造化情報
を削減する
•従来のドキュメントの数を減らす
•認証リスクが情報システムからの
データによって軽減されることを保証
する
•人々の知識や経験といった情報の保
存/使用についても考える

経済通信省（全体調整）
・文書管理委員会
・省庁、地方自治体協会
・国立公文書館
・省庁や自治体の管理下にある機関

情報 フィードバック

要件 問題

指示 提案

推奨事項 優良事例

TKTA規則、実践ガイドライン
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データを起点とした情報活用

データ

文書

オープン

データ

業務アプ
リケー
ション

ウェブ

情報公開 ダウンロード

API

文書管理
システム紙印刷

オンライン
サービス

公共
サービス

サービス創出
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エストニアのデータ標準化
データガバナンス（データ管理の共通ルール）

データの形式 XML：記述方法等の統一

データの内容 辞書・分類子：用語・分類の統一

データの交換 Xロード：交換方法の統一

データの保存 アーカイブ規則：長期保存

XMLスキーマ（文書テンプレート：XSD）、XBRL（財務データの国際
標準）、XML署名、WSDL（ウェブサービスの記述）、SOAP（データ
交換）、SAML（認証・認可）、EVS-ISO 19005-1（電子文書の長期保
存）、ISKE（エストニア情報セキュリティ標準）

なぜXMLなのか、なぜデータを標準化するのか



www.jeeadis.jp 21



相互運用性の確保
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組織の相互運用性
情報システムを使用して、相互に通信し、顧客にサービス
を提供する組織の能力。組織の相互運用性は、法律と一般
的な合意によって保証される。

技術的な相互運用性
インフラストラクチャとソフトウェアの相互運用性：デー
タ交換のための共通プロトコルの確立、データ接続を管理
するためのソフトウェアの作成と実装、異なる組織間の通
信のためのユーザーインターフェイスの作成など。

セマンティック
相互運用性

異なる組織において、同じ方法で交換される情報の意味を
理解するための能力。

出典：経済通信省サイト等から作成

• 相互運用性の確保は、 ヨーロッパの競争力戦略の一つ
• 前提として、政治的背景の理解、法的相互運用性の整理が必要
• 市民中心のサービスを基礎とする国家情報システムを確立したい
• 異なる組織と情報システムが相互運用可能である（連携できる）
• 公的機関は情報システムを自由に開発できる、でも
• 相互運用性フレームワークの要件に準拠する必要がある



相互運用性の目標
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1 公的部門の構造や役割分担について何も知らなくても、すべての人が国家と交
流できるサービスベースの社会の発展に貢献する。

2 国家情報システムの情報ポリシーの決定の透明性を高める。

3 国家情報システムの共同開発を支援する。

4 合意された枠組みの中で、自由競争の条件を定める。

5 公共部門のITコストを削減する。

• 市民および企業に提供されるサービスを改善することにより、エス
トニアの公共部門の機能を改善する

• 企業や市民が国境を越えてeサービスを利用できるためには、基本的
なサービスインフラの国境を越えた相互運用性が前提になる

出典：経済通信省サイト等から作成



国家情報システムの相互運用性フレームワーク
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出典：Riigi infosüsteemi koosvõime raamistik   https://www.mkm.ee/et/riigi-infosusteemi-koosvoime-raamistik

国家情報システム
の相互運用性フ
レームワーク

セマンティック

相互運用性

ウェブ

相互運用性

ソフトウェア

相互運用性

情報セキュリティ

相互運用性

国家IT

アーキテクチャ

相互運用性の枠組みの中で、各組織は自主的に競争・開発できる

相互運用性の基本原則
1. 補助性と比例性
2. ユーザー中心
3. 包含と可用性
4. セキュリティとプライバシー
5. 多言語主義
6. 管理プロセスの簡素化
7. 透明性
8. 情報の保持
9. 開放性
10. 再利用
11. 技術的中立性
12. 有効性と効率性

組織の相互運用性

法律の相互運用性



国家のITアーキテクチャと法律の関係

出典：国家情報システム局の資料等から作成
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アーキテクチャの階層は、管理可能かつ技術的に
整理しやすいように分離している

人口登録法、公務員法、雇
用契約法、商法など

G
D

PR

・
デ
ー
タ
保
つ
法

身分証明書法
電子IDトラスト法

公共情報法、行政手続法、
情報社会サービス法など

公共情報法、電子IDトラスト法

公共情報法、国家秘密・外国機密情報法、サイ
バーセキュリティ法、電子通信法など
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エストニア政府のオープンスタンダード
名称 種類

CSV シートデータを送信するためのプラットフォームに依存しない形式

HTML Webドキュメントを作成するためのハイパーテキストマークアップ言語

BDOC デジタル署名フォーマット。DDOCに代わるもの、エストニアの標準EVS 821：2009

DDOC デジタル署名形式。BDOCに置き換えられる。

JPEG グラフィック形式

GZIP パッケージ形式

MPEG ビデオ形式

ODF オフィスアプリケーション用のOpen Document Format

PDF プラットフォームに依存しないドキュメント形式

PDF / A pdfファイルをアーカイブするためのフォーマット

PNG ラスターグラフィックス形式

SVG ベクターグラフィック形式

TIFF ラスターグラフィック形式

TXT プレーンな未処理のテキスト形式

XHTML 拡張可能なハイパーテキストマークアップ言語

XML ハイパーテキストマークアップ言語
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エストニアの電子文書の構成

•エストニアでは、文書管理の自動化
などを目指して、電子文書をXML文書
として作成
•ドキュメントタイプのデータ記述を
作成することで、文書交換が容易にな
り、異なる電子文書管理システムでも
同じ方法で処理できるようになる
•電子文書から機械可読形式のオープ
ンデータとして公開できる
•電子文書を国立公文書館へ転送
（アーカイブ）できる
•メタデータにより登録を自動化でき
る、検索が容易になる
•必要に応じでデジタル署名により改
ざん防止等ができる

電子文書：共通ルールに従って作成されたデータの集合体
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文書管理システム DELTA
•内務省の情報技術開発センター
（SMIT）が開発したオープンソース
のWebベース文書管理システムで、他
省庁や裁判所、自治体等でもカスタマ
イズして利用
•文書のライフサイクルに必要な機能
を実装する組織のドキュメント管理
ツールとして設計
•Xロードに接続し、RIHAに登録
（2021年11月現在で94システム）
•ソフトウェアコード（マニュアル、
仕様、バイナリパッケージ）は
Bitbucket環境で公開、GPLv2ライセ
ンス条項が適用
•ドキュメントは、メタデータだけで
なく、添付ファイルの内容も含む全文
検索が可能

公開文書登録

PDF作成

OCR文字認識

JASIG-CAS
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ドキュメントタイプのデータ記述の作成

ドキュメントタイプのデータ記述の作成フロー

共同

プロ
ジェク
ト計画

文書管理者 IT専門家 共同

ドキュメン
ト要素とメ
タデータの

説明

ドキュメント
とメタデータ
のXMLスキー

マの作成

スタイル
シートの

作成

XMLス
キーマの
テストと

調整

• 既存の類似タイプの再利用が原則：変更や新規作成は要審査
• 作成したXMLスキーマは、既存のスキーマと調整・評価
• 確定したXMLスキーマは、XML資産としてXMLリポジトリで管理
• ドキュメントタイプのXMLスキーマは、タグリストも作成
• スタイルシートは、PDF（印刷用）とHTML（ウェブサイト用）
※XMLスキーマに基づいて作成されたドキュメントのコンテンツは、長期保存の観点から、スタイルシー
トがなくても理解できる必要がある

文書管理
システム

参照
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ドキュメントタイプとメタデータの公開（準拠義務）
名称 種類

ドキュメント管理メタデータ 標準メタデータ

電子データ交換のためのメタデータのリスト（DVK) 標準メタデータ

立法 ドキュメントタイプのXMLデータ記述

公共管理 フィールド辞書

不動産 フィールド辞書

ビジネス登録 フィールド辞書

公式発表 フィールド辞書

政府情報システム フィールド辞書

国および地方の測量ネットワーク フィールド辞書

婚姻財産法 フィールド辞書

住所データシステム フィールド辞書

公共交通機関 フィールド辞書

地形 フィールド辞書

ジオポータル フィールド辞書

アクセス制限の分類 分類子（ドキュメントの種類の識別や分類を自
動化）

国と地域の分類 分類子

エストニアの行政単位と集落の分類 分類子

国家情報システム局（RIA）が、機関間文書交換ソリューション（DHX）を介して送
信される文書タイプとメタデータのデータ記述を評価して、RIHAリポジトリで公開
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XMLデータ記述例：法令XMLスキーマ
• RiigiTeataja（オンライン官報：法

令データベース）でXML構造を使
用して法律を編集および公開するた
めのスキーマ

• オンライン官報では、国の法令に加
えて、EUの規則、自治体の規則等
も提供

• 体系的な分類をツリー形式で表示
• 法改正の履歴が確認でき、利用者が

新旧対照表を作成できる
• 裁判所の判例データベースと連携し、

各条文に関係する判例リンクを表示
できる

• 政府ドラフト情報システムと連携し、
法案の検索等もできる

• 各法令には官報発行者（法務省）の
eシールを付与（否認防止：官報に
掲載されたことを保証）
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ドキュメント管理メタデータリスト
• さまざまなドキュメント管理システ

ムのメタデータを調和させて、ド
キュメント、そのコンテキスト、お
よび管理履歴を記述する

• 文書の電子交換および文書の登録を
容易にする

• 文書の開示に使用されるメタデータ
を調和させる

• 統計レポートとドキュメント検索を
実行する

• 国立公文書館への文書の転送とその
破棄を容易にする

• アーカイブ記述、アクセス制限分類、
DVK / DHXカプセル、アドレス
データシステム、および公開ドキュ
メントレジスタの要素と比較
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アクティビティメタデータ
• ドキュメントで実行されるアクティ

ビティを記述し、ドキュメント、個
人、およびそれらのアクティビティ
の説明の間にリンクを作成

• 文書管理システムによって制御され
た方法で作成および管理されるアク
ティビティメタデータは体系的なロ
グよりも詳細

• 評価、分離、保存、破棄、変更など、
将来のアクティビティを計画および
管理するために使用されるメタデー
タと

• すでに行われたアクティビティを説
明するメタデータがある

• 後者は、ドキュメント内で行われた
イベントと関係者の監査証跡を形成
する計画・管理 監査
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アクセス制限の分類（JPP）

• エストニアの法律および直接適用さ
れる欧州連合の法律に従って、文書
へのアクセスに制限を課すための法
的根拠のリスト

• 文書管理システムで利用するために
作成しているが、必要に応じて、他
のデータベースにも適用可能

• アクセス制限の期間を計算するため
に必要なデータに関連付け、制限を
開始・終了するイベントは、サブ分
類でリスト化（アクセス制限の設定
と終了を自動化）

• 分類には説明覚書を添付し、分類の
実施とその修正手順を解説

• 機関の長は、情報を内部使用を目的
とした情報であると宣言することに
より、情報へのアクセスを制限する
ことができる

アクセス制限情報の例
刑事手続または軽犯罪手続で収集された情報
その開示が国家の外交関係を損なう情報
公判開始前の犯罪またはその被害者に関するデータ
重要なサービスのリスク分析と事業継続計画に関する情報
社会扶助の申請または社会福祉の提供に関する情報
機関の長による承認前の内部監査報告 など

アクセス制限が禁止される情報の例
世論調査の結果

経済的および社会的予測

環境の状態と排出量に関する通知

消費者の利益の保護に基づく商品およびサービスの品質に
関する情報
国、地方自治体、または公法上の法人の予算リソースの使
用、および雇用契約に基づいて働く人々に予算から支払わ
れる給与およびその他の報酬と利益に関する文書 など

制限期間：5年を超えない期間、最大5年間延長可能
個人データ：文書作成から75年間（死亡30年間、誕生110年間）
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文書交換の方法（中央型から分散型へ）
ドキュメント交換レイヤー（DHX）with X-Road 6.0

機関間でドキュメントが送信者から受信者に直接移動する分散型ソリューション

• 文書交換センターはネットワーク環境が良くなかった時代に構築
• DHXは、Githubのオープンな作業環境で開発・改良
• 特殊な場合を除いて、文書交換は電子的に行う
• データ交換が主流で、ファイル交換は少ない
• 民間および非政府組織にも拡張可能

A機関
文書管理
システム

B機関
文書管理
システム

A機関
文書管理
システム

B機関
文書管理
システム

旧システム（2006-2018） DHX（2017以降）

カプセル

送信ID
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電子文書交換の利用状況（2015）

2014年に電子文書交換の実態についてアンケート調査を実施
省庁や自治体など427の公的機関が回答

文書交換の
利用割合

・データ
・ファイル
・ウェブフォーム

• 2013年は、紙の割
合が55％、電子文書
交換の大半は電子
メール

• 2013年第4四半期の
公的機関における紙
の文書交換の量は
2,034,989文書で、
費用は567万ユーロ、
そのうち75％が郵便
料金

• ペーパレス推進（関
係法令の改正等）の
成果で、紙と電子
メールが激減

• Xロードを介した
データ交換が主流に
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XMLデータの利用例：VAT登録照会サービス
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公文書登録簿のウェブ公開
• 法令で公文書のウェブ公開を義務

化、公開用インターフェースとし
て各機関のウェブサイトに文書検
索閲覧の機能を設置

• 機関の活動の過程で作成または受
領された文書に関する情報を登録、
機関に転送された意見、通知、メ
モ、証明書、助言などは対象外

• 各機関の電子文書管理システムと
連動して公文書の登録からアクセ
ス条件・公開・廃棄までを可能な
限り自動化

• 公開文書には責任者のデジタル署
名を添付、署名者の氏名と個人識
別コードを確認できる

• アクセス条件が「公開」の場合は、
電子文書ファイル（PDF/A）を
直接閲覧可能

• メタデータで管理する関連文書も
合わせて表示

種類：省令、指令、合意、メール（受信、送信）など
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公開文書の例：経済通信省の契約

経済インフラ大臣と環境投資センター財団代表者のデジタル署名が確認できる
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政府会議の議事録公開
• 議事録は基本的に構造化データと

して記録、ウェブ公開も自動化
• 会議の記述は、タイトル、会議番

号、開催年月日、会場、出席者、
参加者（ビデオ参加等）、欠席者、
議事録署名者、議事録作成者、議
題

• 各議題の記述は、年月日、会議番
号、議題番号、議題タイトル、提
出者、報告者、投票結果、決定事
項

• 議題は前日までにウェブ公開（解
説付き）、法案は法案情報システ
ムで閲覧可能

• 無駄な会議、書類作成、印刷など
を無くし、データの再利用で事務
処理負担を最小化
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データ作成・収集の自動化

レポーティング3.0

国税庁と政府統計局の共同プロジェクト
人事・財務会計データの自動フロー化
企業のデータ提出負担軽減に加えて

リアルタイムエコノミーの実現を目指す

教育クラウド eKool

学校と家庭をつなぐ情報共有ツール
子供の出欠、週間レポートなどを自動作成

教師の事務負担を大幅に軽減
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アーカイブ：公共情報の長期保存

• 国立公文書館が、公的業務の実行中に作成または受信した文書を評価
• 評価により、ドキュメントのアーカイブ価値が決定
• アーカイブ価値のあるドキュメントは、アーカイブ記録（国の文化遺産）
• アーカイブ記録はデータベースに含まれる場合がある
• アーカイブ記録は、永久保存のために国立公文書館に転送
• 評価により、アーカイブ価値の無いドキュメントは、保存期間の経過後に破棄

分類と
管理

分離

ドキュメン
テーション 組織で

保管
ドキュメ
ントの
破棄

アーカイ
ブの転送

評価

分離

前提条件

前提条件

前提条件

前提条件

必須支援

公的権限の行使
人の権利と取引
の証明
文化的・歴史的
価値

各機関の
分類スキーム

タイプ、コンテ
ンツ、場所、保
管期間、アクセ

ス条件など
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アーカイブの形式（例）
ドキュメントの種類 形式

テキストドキュメント
TXT（プレーンテキスト形式）;
ODT（Open Document Format Text）;
DOCX（Office Open MS Wordドキュメント）;
PDF ver / A-2aまたは/ A-2u（ポータブルドキュメントフォーマット）

テーブル
ODS（Open Document Format Spreadsheet）;
XLSX（Office Open MS Excelスプレッドシート）;
CSV（カンマ区切り形式）

メール
EML;
MSG（EMLが技術的に不可能な場合）;
MBOX（フォルダごとのメッセージ）

マークアップ言語ドキュメント
HTML + CSS（ハイパーテキストマークアップ言語+カスケードスタイルシート）;
XML + XSD + XSL（Extensible Markup Language ver 1.0 + XMLスキーマ定義+ 
Extensible Stylesheet Language ver 1.1）;
JSON（JavaScriptオブジェクト表記）

デジタル署名されたドキュメントのカプ
セル ASICE

SQLベースのリレーショナルデータベー
ス

SIARD ver2.1以降;
CSV

NoSQLデータベース、オープンデータ RDF / XML + XSD

GISベクトルデータ
SHP（ESRIシェープファイル）;
GML（Geographic Markup Language、バージョン3.0以降）;
OGC GeoPackage;
GeoJSON

その他の種類：プレゼンテーション、ラスター画像・写真、ベクター画像・CAD、録音物、デジタルビデオドキュメント、プロのデジタル
シネマ、GISラスターデータ
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公的業務の処理における同意
•本人の同意は、個人データを処
理するための法的根拠の1つ
•同意の要求がGDPRで定める条
件を満たさない場合、別の法的根
拠が必要になる
•同意は自発的な意図の宣言であ
り、本人はいつでも自由に撤回す
ることができる
•個人データを処理するための別
の法的根拠がある状況で同意を求
めることは誤りである
•このような行動は誤解を招きや
すく、意思決定力がない状況でも
意思決定力があるという印象を与
えてしまう

出典：データ保護検査局年鑑  https://aastaraamat.aki.ee/aastaraamat-2019-praktikute-toolaualt/asutusel-pole-oigust-kusida-avaliku-ulesande-taitmiseks
個人データ処理の一般的な指示  https://www.aki.ee/et/isikuandmete-tootleja-uldjuhendi-veebitekst
GDPR（General Data Protection Regulation：一般データ保護規則）  https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/GDPR/
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法令に基づく公的業務を処理する機関
には、公的業務の遂行について同意を
求める権利はありません

行政機関等が同意を求める場合の例：
更新案内等のニュースレターのメール配信登録など、法令
に基づかない任意のサービスを提供するとき



個人データ処理の法的根拠

• 公的機関は、その任務の遂行に正当な利益を適用することはできない
• 犯罪データの処理については、独立した法規制により実行される
• 日本では、個人情報の利用について、本人の同意を条件としていない

出典：https://www.aki.ee/et/eraelu-kaitse/tootlemise-oiguslikud-alused
GDPR（General Data Protection Regulation：一般データ保護規則）  https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/GDPR/
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通常の個人データ 特別な種類の個人データ

1 自発的で明示的な同意 自発的で明示的な同意

2 契約の履行 法律またはその他の国内法

3 法的義務の履行 重要な利益の保護

4 重要な利益の保護 法的請求の準備、提出、または弁護

5 公共の利益のための職務の実行 公共の利益のための処理

6 正当な利益 合法的な活動の文脈で



RIA 同意サービス
•データエコノミーの健全な発展を目
指して、国家情報システム局が開発、
2021年の第1四半期に完成予定
•開発と並行して、社会問題省が、健
康データの共有の影響を評価する影響
分析を実施
•2019年12月、官民のパートナーに
プロトタイプを提供、肯定的なフィー
ドバックを得た
•例えば、健康情報を保険会社と共有
することに同意した場合、より有利な
生命保険契約を受け取ることができる
•同意を与える人は、どのデータが誰
と共有されるかを知り、いつでも同意
を撤回し、情報の共有を停止できる
•データベースの管理者は、データ
ユーザーに個人データを発行する際に
同意の有無を確認できる

出典：国家情報システム局年鑑2020 https://www.ria.ee/sites/default/files/content-editors/RIA/ria_aastaraamat_2020_48lk_est_veeb_0.pdf
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RIHA：国家情報システム管理カタログ

出典：Riigi infosüsteemi haldussüsteem RIHA
https://www.riha.ee/Avaleht

• エストニア政府の国家情報システム局（RIA）が作成・管理・公開
• 政府情報システム管理の透明性、包括的でバランスの取れた開発を保証
• 政府の情報管理計画を支援する
• 国、地方政府、公法に準拠するその他の法人、法律で定められた機能を実行す

るために確立された公的機能を実行する民間団体、国際協定等の情報システム
を記録（公的業務に関係する情報システムの全てが対象）

• 2493の情報システムとデータベースが登録（2019年9月現在）
• 850の組織・企業が参加
• 各システム担当者が国民IDカードでログイン、標準化された情報を登録
• RIHA Machine Interface APIから全てのデータにアクセス可能

根拠法：公共情報法、政府情報システム管理規則
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RIHA情報システムの原則（要約）
1 合法性の原則 法令に基づき、公務実行の過程でデータが処理される。

2 統一の原則 相互互換性・運用性が確保され、データ交換およびデー
タ検証が可能でなければならない。

3 基本データ使用の原則
データは信頼できるソースから収集され、政府情報シス
テムの全データベースの共通ソースになるように統合さ
れる。

4 トレーサビリティの原則
データベースに対して行われた全ての問合わせと応答の
ログは安全に保存される。データベース内の処理事実は
復元可能にする。

5 最新情報技術の使用とデ
ジタル処理の原則

最新の情報技術を最大限に活用する。データはデジタル
処理される。

6 データ交換のサービス中
心アプローチの原則

異なるデータベースとシステム間のデータ交換は、デー
タサービスに基づいて実行される。

7 技術的・組織的な最適性
の原則

本原則を考慮して経済通信大臣が確立した情報技術実践
と相互運用性フレームワークに基づいて、データベース
が構築・変更される。

根拠法：公共情報法、政府情報システム管理規則
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RIHA情報システムの登録情報

出典：Infosüsteemide kirjeldamine RIHAs
https://abi.riha.ee/RIHAs-kirjeldamine#milline-t%C3%A4hendus-on-riha-v%C3%A4ljadel

情報システムの一般情報

名称

短縮名

使用状態

開発状況

目的

キーワード

所有者（管理者）

公開インターフェース（URL）

X-Roadとの接続状態

データ更新日

評価者フィードバック 要件を満たしていない問題に対する評価者からのフィードバック

詳細情報 情報システム（データセット）が収集および管理するデータに関する情報

ドキュメント 情報システムの技術文書、インターフェイスガイド、サービス解説、ユーザーマニュアルなど

関係法令 法律、規則など

セキュリティ

実装するセキュリティ標準

可用性クラス（K0-3）

完全性クラス（T0-3）

機密性クラス（S0-3）

セキュリティレベル（低、中、高）

連絡先 情報システムを管理および開発する担当者の連絡先（ログインしているユーザーにのみ表示）

システムとのリンク 接続する情報システム名
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標準ソリューションをみんなで使う

出典：Riigi infosüsteemi haldussüsteem RIHA
https://www.riha.ee/Avaleht



エストニア政府のIT調達
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1 オープンソースの利用を原則としている

2 重複したシステムやデータベースの構築を法令で制限している

3 公的業務を処理するシステムやデータベースを登録制度で一元管理している

4 ソースコードを含めたデータの再利用を原則としている

5 調達による成果物は、オープンソースとして原則公開される

6 相互運用性の確保を徹底している

7 ソフトウェア評価などサービス品質管理の仕組みが確立している

8 これまでのサービス設計等のノウハウを文書化して関係者間で共有している

9 目的に応じて柔軟に民間サービスを利用している

10 定期的にハッカソンを開催し、GovTech（ガブテック）を推進している
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RIHAの情報システムの評価（調整）

出典：https://abi.riha.ee/RIHAs-hindamine
https://www.ria.ee/et/riigi-infosusteem/riha/kooskolastamine.html

• 相互運用性、個人データの保護、統計の作成、アーカイブ、空間データ（住所
データを含む）の処理などをサポートおよび保証する要件と規制が、政府情報
システムとそれを使用するサービスに適用される。

• 情報システムは、ライフサイクルの重要な段階で調整プロセスを経て、法的適
合性（コンプライアンス）が検証される（各段階で事前の承認が必要）

• 評価・調整は、国家情報システム局、データ保護局、国土委員会、政府統計局
が行う。（アーカイブされたデータベースは国立公文書館も参加）

• 構築前、試験運用前、データ構成を変更する前、完成前の4段階で実施
• 調整プロセスは、標準化・システム化され、議事録・レポート等を公開



Krattat（人工知能）プロジェクト
自律的で学習が可能で、従来の人間の
行動を実行するAIを活用していく
EXPO2020多言語チャットロボット、
社会保険のカスタマーコール分析、緊
急電話112の文字起こし、道路管理の
予測モデルなどが稼働中
人工知能の時代における公共サービス
のデジタル機能のビジョンとして、
Bureaucrat（官僚）を提唱
個人またはユーザーが仮想アシスタン
トの助けを借りて、話し言葉によるコ
ミュニケーションで公共・情報サービ
スを使用する
将来的には、Bureaucratにより、必
要なものすべてを1つのデバイスから1
つの通信セッションで仮想アシスタン
トを介して取得できるようにする

出典：https://www.kratid.ee/
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デジタル国家ソースコードの公開

• 経済通信省と国家情報システム局が提供
• セキュリティ上の理由から特に要求されない限り
• すべてのソースコードを公開し、誰でも使用できる
• 国のデジタル政府を「遊び場」として開放している
• エストニアの「デジタル国家 Linux」のようなものである（政府CIO談）



医療サービス提供者の情報公開

すべてのヘルスケア専門家とライセンス事業者を検索できる

勤務するヘルスケア専門家の登録番号、氏名、専門分野が公開される

www.manaboo.com 59出典：Tutvustus - Terviseameti registrid 
http://mveeb.sm.ee/
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公共サービスの標準化（CPSV-AP）

出典：Semantic Interoperability Community (SEMIC) 
https://joinup.ec.europa.eu/collection/semantic-interoperability-community-semic/cpsv-ap-tools

• コアパブリックサービスボキャブラリーアプリケーションプロファイル
• 構造化された機械可読な方法で公共サービスを記述するデータモデル
• 国境や分野を越えて、公共サービスの相互運用性レベルを保証
• ライフイベントやビジネスイベントなど、利用者視点の記述も対象
• 公共サービスのカタログを作成し、国内・EUの公共サービス連携を促進
• 17のEU諸国が共同でCPSV-APの仕様を定義
オーストリア、ベルギー、エストニア、フィンランド、ギリシャ、アイルランド、イタリア、
ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、ポーランド、スロバキア、スペイン、ス
ウェーデン、オランダ、英国
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エストニアにおけるCPSV-APの活用

出典：About Core Public Service Vocabulary Application Profile
https://joinup.ec.europa.eu/solution/core-public-service-vocabulary-application-profile/about

• 公共サービスの統合ポートフォリオ管理で活用（経済通信省が担当）
• 国内のニーズに対応するためにCPSVを拡張
• セキュリティ、評価、公共サービス配信を支援する情報をカバー
• 公共サービスの評価とそのライフサイクルのガバナンスに焦点を当てる
• 公共サービスを機械可読形式で記述するための共通語彙を定義
• データセットはオープンデータとして公開（クリエイティブコモンズ3.0）
• フィンランドと共同でパイロット事業を実行、CPSV-APとツールを使用
• 国境を越えた公共サービスのカタログとユーザー中心のWebサイトを作成
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標準化による公共サービスの横断検索

出典：Service search  Ministry of Economic Affairs and Communications
https://www.mkm.ee/et/teenuste-otsing

• 国の機関が提供する公共サービスの横断的な検索が可能
• キーワード、サービス対象者、サービス種類、チャネルなどで絞込み
• 人気の高いサービスとして、住民登録関連、不動産登記や商業登記の情報

閲覧サービス、道路関連データ公開、eIDヘルプデスク、特許庁商標デー
タ、公共交通機関情報、運転免許証の更新、患者ポータル、健康証明書
サービスなど
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数字で見る公共サービス（評価）

出典：Majandus- ja Kommunikatsiooniministeeriumi
https://www.mkm.ee/et/statistika/ministeerium

• 公共サービスの横断検索と同じページで提供
• チャネルおよび機関ごとの公共サービス統計を見える化
• 年度ごとのサービス提供回数、利用者満足度、管理コスト、利用者の負担

（サービスを利用するのに費やした時間）を表示
• 住民登録データの年間管理費用は約250万ユーロ（3億円）



エストニア政府のオープンデータポータル 

住所データ、名前データ、地名データ、不動産データ、公共交通機関
データ、地形データ、労働協約データ、教育データ、犯罪データ、トラ
ストサービスプロバイダーのリストなど

www.jeeadis.jp 64出典：https://opendata.riik.ee/en/



オープンデータ例：地質調査データ 

データガバナンス：建設地質調査報告書の電子コピーを土地委員会に提出
することが義務付けられている

www.jeeadis.jp 65出典：https://opendata.riik.ee/en/



オープンデータを利用したサービス 

オープンデータから作成されたアプリケーションを登録（2021年11月
現在：89サービス）

www.jeeadis.jp 66
出典：https://avaandmed.eesti.ee/usage-stories
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オンライン会計と電子請求書

出典：e-Financials  https://www.rik.ee/en/e-financials

• Webベースの会計ソフトウェア（e-Financials）を政府が提供
• 会社登録ポータルからログインして利用
• 利用件数に応じて月額5-9ユーロ（初年度は無料）
• 電子請求書（e-invoice）の利用は無制限
• 2019年7月1日以降、エストニア政府は電子請求書のみ対応



エストニアのデータ交換レイヤー Xロード

出典：エストニア社会省の資料より www.jeeadis.jp 68



エストニアの情報連携基盤 Xロード

出典：エストニア政府資料より www.jeeadis.jp 69



Xロードの利用状況と効果

www.jeeadis.jp 70出典：X-Road Factsheet   https://www.x-tee.ee/factsheets/EE/
情報提供ネットワークシステムの監視状況について（個人情報保護委員会）https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200615_shiryou4.pdf

年間：13億件以上
月間：1.2億件
参加：520組織
公共部門：157組織
利用：5.2万組織
接続：1231システム
効果：GDP2％の節約
1134年分の労働時間

• 日本の情報提供ネット
ワークシステムの利用は、
2年半で約6100万件

• 日本年金機構の参加で月
間約400-800万件に増加

※節約効果＝1リクエストで15分節約できると仮定



情報提供ネットワークシステムの利用状況

www.jeeadis.jp 71
出典：令和3年1月22日開催　全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議 - 岡山県ホームページ（市町村課）
https://www.pref.okayama.jp/page/699376.html  マイナンバー制度の推進について



アダプタサーバ  
データ変換（DBクエリー言語 → XML → DBクエリー言語）の機能を提供。標準化
されておらず、使用プラットフォームに応じて接続側で用意しセンターに登録。

Xロードのデータ変換とセキュリティ

www.jeeadis.jp 72

Xロード（データ交換レイヤー）

アダプタ
サーバ

医療従事者
医療機関登録
データベース

セキュリティ
サーバ

セキュリティ
サーバ

アダプタ
サーバ

住民登録
データベース

セキュリティ
サーバ

セキュリティサーバ
データの暗号化、電子署名、ログ保存・改ざん防止、ファイヤーウォール等の機能
を提供。標準化されており、ソースコードをGithub上で公開。

Xロード
センター

法令に基づくポリ
シーを実施

・参加登録の審査
・参加者リストの
提供
・サーバ証明書の
発行
・監視、侵害検知

民間企業等の
電子サービス

Data Exchange Layer X-Road
https://www.ria.ee/en/x-road.html

データ提供者（RIHAに登録）

eIDAS認定
トラストサービス

プロバイダー

電子シール
タイムスタンプ

認証サービス等

データ消費者



Xロードの特徴：シンプル・透明性・拡張性
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・Xロードは米国の資金提供により200万ドルで構築

・必要なのは、インターネット、サーバ、ソフトウェア

・接続するデータベースや情報システムはマルチ対応 

・技術情報やソースコードを広く公開

・2001年の開始から、4回のバージョンアップ （現在まで大きな漏洩事故なし）

・これまでのSOAPに、RESTサポートが追加

・フィンランド等の諸外国へ拡大中

出典：X-Road Factsheet   https://www.ria.ee/x-tee/fact/#eng

 上位属性「instance names」の追加：“XTEE.EE” and “PALVELUVAYLA.FI” 



X-RoadのRESTサポート
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SOAPとRESTのサポート概念図　

出典：X-Road REST Support – Where Are We Today?  http://pwlvc.com/jp/infomation/press_release/20180115_001.html
X-Road: Message Protocol for REST  https://www.x-tee.ee/docs/live/xroad/pr-rest_x-road_message_protocol_for_rest.html


